
論文 端島の RC造建築物に対する表面含浸工法の適用性に関する研究 
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要旨：端島の鉄筋コンクリート造建築物に対し，現地調査を行った。その結果，劣化の進行しやすさにはコン

クリートの含水状態が大きく影響していると推察した。つづいて，コンクリートへの吸水抑制効果の付与が

期待できる表面含浸工法に着目し，現地での曝露実験を通してその適用性について検討した。その結果，表

面含浸工法を施すことによりコンクリートの含水率が低下し，腐食の進行が緩やかになることが確認でき，

端島の建築物の保存に向けた一つの可能性を示した。 
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1. はじめに 

 近年，長崎県長崎市に位置する端島（通称軍艦島）の

鉄筋コンクリート造建築物に対し，適切な維持保全に関

する議論が交わされている。 

本研究では，これらの建築物の劣化状況および劣化要

因を把握するため，現地調査を行った。また，現時点で

ひび割れは発生していないが，今後発生することの予想

される部材に対して表面含浸工法の適用性を検討するた

め，現地にて曝露実験を行った。 

2. 現地調査 

2.1 調査計画 

(1) 目視調査 

 2015年 9月，図－1に網掛けで示す棟の各柱・梁・壁

部材に対し，表－1に則り目視で劣化度の分類を行った。

分類の例を写真－1に示す。 

(2) 比抵抗調査 

 2017年 4月，65号棟北棟（1945 年竣工）1～6階の屋

内の柱において，ドリル削孔を用いた比抵抗試験法 2）（以

下削孔法，写真－2）により部材内部の比抵抗を測定した。

削孔法は四電極法を応用したもので，図－2 に示すよう

に 4つのドリル孔に電極をさし込み測定を行う。本調査

では電極間隔 a を 4 cm，表面からの深さ xを 2 cm とし

た。 
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図－1 調査対象の棟 

 

表－1 劣化度分類の基準 1） 

劣化度 劣化状況 

0 表面上劣化のない状態 

Ⅰ 
ひび割れ幅は 1 mm程度以下，鉄筋が付着劣化し

ているとは考えられない 

Ⅱ 
腐食により鉄筋とコンクリートが肌別れし，若干

付着劣化 

Ⅲ 

かぶりコンクリートが剥落し，鉄筋のかぶり側は

ほぼ肌別れしているが，鉄筋のコア側はまだ付着

があり，鉄筋は全面に浮き錆び程度 

Ⅳ 

鉄筋とコンクリートが肌分かれし，付着力が殆ど

ないが，鉄筋の断面積は 70 %程度以上と判断で

きる，あるいは酸化鉄が表面のみと判断できる 

Ⅴ 

コア部のコンクリートも欠落するほど完全に鉄

筋とコンクリートが肌分かれし，付着力がなく，

鉄筋の断面積が 70 %未満と判断できる，あるい

は鉄筋が層状に割裂 

 

   

Ⅰ Ⅲ Ⅴ 

写真－1 分類の例 

 

 

 

写真－2 削孔法 図－2 電極位置 
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2.2 調査結果 

(1) 目視調査 

調査で得られた各部材の劣化度を棟ごとまたは築年

数ごとにまとめた。大規模な補修・補強履歴 3）のある 30

号棟および 16～20 号棟は，劣化要因を考察する上で適

さないと考え除外した。屋内の部材と屋外に面する部材

それぞれを平均して比較したものを図－3 に示す。この

図より，26 棟中 21 棟で，屋内の部材より屋外に面する

部材の平均劣化度が高いことがわかる。さらに，海沿い

の棟において，屋外に面する部材とその中でも海側に面

する 1～3階の部材を比較したものを図－4に示す。この

図より，屋外に面する部材の中でも，特に海にごく近い

部材の平均劣化度が高い傾向にあることがわかる。 

これらの理由として，屋外や特に海にごく近い部材は

飛来塩分，降雨および波飛沫の影響を受けやすく，鉄筋

の発錆限界塩化物イオン濃度に達する時期が早まったこ

とに加え，コンクリート中の含水率が上昇して鉄筋が腐

食しやすい環境が形成されたことが考えられる。逆の傾

向を示した棟については，壁が存在しないケースや庇が

大きいケース等があるが，原因の把握には，雨掛かりや

仕上げ，かぶり厚さ等の詳細な調査が必要である。 

(2) 比抵抗調査 

 削孔法による比抵抗と測定対象部材の劣化度の関係を

図－5 に示す。この図より，比抵抗が低いほど劣化度が

高い傾向にあることがわかる。一般に，含水率が高いほ

ど比抵抗は低い値を示すことが知られており，劣化度が

高い部材ほど含水率が高い可能性がある。なお，本調査

における劣化度と既往の調査結果 4）によるかぶり厚さに

関連性はみられなかった。 

以上より，コンクリートの含水率が低い状態に保たれ

ていれば劣化の進行は緩やかになると推察される。そこ

で以降は，コンクリートへの吸水抑制効果の付与が期待

できる表面含浸工法に着目し，曝露実験を通してその適

用性について検討した。本実験は，コンクリート標準示

方書 5）に示される塩害の進展期に相当するような，ひび

割れのない部材（劣化度 0）への施工を想定して行った。 

 

3. 曝露実験 

3.1 実験計画 

(1) 供試体 

コンクリートの調合を表－2に示す。調合は文献 6）に

示される 16 号棟の単位セメント量の推定値より決定し

た。また，同文献 6）に示される同棟の内在塩化物イオン

量を参考に，塩化物イオン 5 kg/m3を混入した。材齢 4日

で脱型したのち気中養生を行い，材齢 71 日で表面含浸

材を塗布した。供試体名および使用した表面含浸材を表

－3に示す。有効成分濃度の異なる 3種類のシラン・シ

 

  図－3 屋内の部材と屋外に面する部材 

 

  図－4 海にごく近い部材の劣化度 

   

  図－5 劣化度と削孔法による比抵抗 

 

0

1

2

3

4

5

8
(9

6
)

5
0
(8

8
)

2
5
(8

4
)

5
6

(7
6

)

5
7
(7

6
)

1
4
(7

4
)

6
5
北

1
-7

F
(7

0
)

6
5
北

8
,9

F
(6

8
)

6
5
東

1
-9

F
(6

6
)

2
(6

5
)

6
5
東

1
0

F
(6

3
)

2
2
(6

2
)

5
9
(6

2
)

6
1

(6
2

)

2
1
(6

1
)

4
8
(6

0
)

3
1

(5
8

)

6
5
南

(5
7

)
6
9
(5

7
)

7
0
(5

7
)

3
(5

6
)

5
1
(5

4
)

3
9
(5

1
)

1
3

(4
8

)

7
1
(4

5
)

貯
水
槽

(不
明

)

平
均
劣
化
度

棟番号（調査時の築年数）

屋内の部材 屋外に面する部材

0

1

2

3

4

5

50(88) 59(62) 61(62) 48(60) 31(58) 69(57) 70(57) 51(54) 39(51)

平
均
劣
化
度

棟番号（調査時の築年数）

屋外に面する部材 海側に面する1～3階の部材

0

1

2

3

4

5

10 100 1000

劣
化
度

削孔法による比抵抗（kΩ・cm）

30 mm

10 mm

40 mm

45 mm

75 mm

既往の調査結果4）

による該当部材の

最小かぶり厚さ

表－2 コンクリートの調合 

W/C 

（%） 

s/a 

（%） 

単位量 （kg/m3） Cl- 

（kg/m3） W C S G 

79.1 54.0 200 253 1004 877 5.0 

C ：普通ポルトランドセメント（密度 3.16 g/cm3） 

S ：大井川水系 陸砂（表乾密度 2.59 g/cm3） 

G ：東京都青梅産 硬質砂岩砕石（表乾密度 2.66 g/cm3） 

 

 
表－3 供試体名および使用した表面含浸材 

供試体名 表面含浸材の主成分 有効成分濃度 

N 無塗布 

SS-1 シラン・シロキサン 約 25 % 

SS-2 シラン・シロキサン 約 80 % 

SS-3 シラン・シロキサン 約 60 % 
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ロキサン系表面含浸材を塗布した。また，比較用として

無塗布の供試体を用意した。供試体の形状を図－6 に示

す。鉄筋有に加え，塩化物イオン量等の測定のため鉄筋

無も作製した。鉄筋有は各水準 3体（Nのみ 4体）ずつ，

鉄筋無は 1体ずつ用意した。鉄筋有は裏面に自然電位お

よび分極抵抗の測定部を設け，曝露中は塩化ビニル板で

覆うこととした。材齢 83日より曝露を開始した。曝露開

始時点において供試体にひび割れは発生していなかった。 

(2) 曝露環境条件 

曝露場所は端島 69号棟（4階建）の屋上とした。端島

の南 5.5 km に位置する野母崎気象観測所の年間の降水

量は 1871 mm，平均気温は 16.9 ℃である。曝露の様子を

写真－3に示す。 

(3) 試験項目 

試験項目を表－4に示す。ここでは，曝露開始後 1年 

までの試験結果を報告する。曝露開始時に鉄筋有の Nを

1 体，曝露 1 年経過時に各水準 1 体ずつを解体し，鉄筋

の状況を確認した。 

(4) 質量含水率と比抵抗に関する室内実験 

質量含水率と表面法による比抵抗の検量線を求める

ため，新たにコンクリート供試体を作製した。水セメン

ト比は 45 % とし，塩化物イオンは混入していない。形

状は測定面が 100×400 mm，奥行が 100 mmの直方体と

した。材齢にともなう乾燥を利用し，様々な含水状態に

おける質量含水率および比抵抗を測定した。 

3.2 実験結果 

(1) 供試体の外観 

 曝露 1年で，無塗布の供試体に最大幅 0.05 mm程度の

鉄筋に沿うひび割れが確認された。 

曝露 1 年における供試体の外観を写真－5 に，N との

色差を図－7 に示す。端島の建築物においては，外観を

極力変化させずに補修することが望ましい。色の許容差

の事例 9）において，SS-1，2は「離間比較ではほとんど 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－4 試験項目 

試験項目 方法 供試体 

ひび割れ幅 クラックスケールを用いて測定 鉄筋有 

色差 
曝露面の色彩を色彩色差計で測定

し，JIS K 5600-4-6に準じて算出 
鉄筋有 

表面含水率 文献 7）参考 鉄筋無 

表面吸水速度 文献 8）参考 鉄筋無 

比抵抗 

表面電気抵抗計（四電極法，電極間

隔 5 cm）を用いて測定（以下表面

法，写真－4） 

鉄筋有 

質量含水率 JIS A 1476 鉄筋無 

中性化深さ JIS A 1152 鉄筋有 

可溶性塩化物 

イオン量 

JIS A 1154 付属書 B に準じて温水

抽出法で溶液を作製しイオンクロ

マトグラフ法で測定 

鉄筋無 

腐食量 

供試体を割裂させて鉄筋を取り出

した後，クエン酸水素二アンモニ

ウム水溶液に浸漬して除錆し，腐

食前からの質量変化から算出 

鉄筋有 

自然電位 
飽和硫酸銅電極を用いて裏面測定

部をよく湿潤させ測定 
鉄筋有 

分極抵抗 
鉄筋腐食診断器を用いて裏面測定

部から測定 
鉄筋有 

 

  

N SS-1 

  

SS-2 SS-3 

写真－5 曝露 1年での供試体の外観 

 

  

写真－3 曝露の様子 写真－4 表面法 

 

 

  図－7 Nとの色差 
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図－6 供試体の形状 
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気付かれない色差レベル」，SS-3 は「隣接比較でわずか

に色差が感じられるレベル」とされ，表面含浸材による

外観の変化はごく小さいと言える。 

(2) コンクリート表層の状態 

 曝露 1 年での表面含水率の試験結果を図－8 に示す。

表面含浸材を塗布した供試体は，無塗布より低い値を推

移した。曝露 1 年での表面吸水速度を図－9 に示す。図

より，表面含浸材を塗布した供試体の表面吸水速度は無

塗布と比較して 5分の 1以下に抑えられていることがわ

かる。以上より，表面含浸材によりコンクリートに吸水

抑制効果が付与されていることが確認できる。なお，現

時点では表面含浸材の種類の違いによる差は明確に現れ

なかった。 

これらの測定値はコンクリートのごく表層の状態に

依存する。既往の実験結果 10）によれば，曝露 4年では紫

外線により含浸層の一部が消失し，コンクリートのごく

表層に対する試験では表面含浸材の吸水抑制効果を正し

く評価できないとされている。曝露初期においては上記

の試験により表面含浸材による変化を捉えることが可能

であるが，今後は困難になると考え，比抵抗によりコン

クリート内部の含水状態を評価できないか試みた。 

(3) 質量含水率と比抵抗 

 表面法による比抵抗の測定結果を図－10に示す。曝露

0.5年，1年のいずれにおいても表面含浸材を塗布した供

試体は無塗布よりも高い値となった。曝露 1年における

他の測定結果と同様に，表面含浸材の吸水抑制効果を評 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

価することが可能であると考えられる。 

曝露 1年における鉄筋付近の質量含水率を図－11に 

示す。実際に鉄筋に影響を及ぼす範囲において，表面含

浸材を塗布した供試体は無塗布よりも質量含水率が低く

なっており，鉄筋の腐食抑制に繋がると期待できる。 

 図－12 は室内実験で得られた表面から深さ 6 cm の範

囲の質量含水率と表面法による比抵抗の関係に，曝露実

験で得られた結果をプロットしたものである。質量含水

率と表面法による比抵抗には一定の相関がみられており，

曝露実験の結果も概ねこれと一致している。このことか

ら，今後の曝露実験において，比抵抗を測定することで

コンクリート内部の質量含水率を推測できる可能性があ

る。この方法であれば表面含浸材の紫外線劣化の影響を

受けることがないと考えられ，今後さらにデータを収集

したい。また，実際に端島の建築物へ補修を施した場合，

その補修効果の確認には破壊を伴わないことが望ましい。

表面法は非破壊試験であるため，この観点からも適用性

が高い手法と言える。 

(4) 中性化深さ 

中性化深さを図－13に示す。いずれの供試体において

も中性化は鉄筋位置に達していなかった。表面含浸材を

塗布した供試体は無塗布より中性化が進行していたが，

これは含水率が低下したことによりコンクリート中の空

隙に二酸化炭素が侵入しやすくなったためと考えられる。 

(5) 塩化物イオン量 

本実験においては，打設時に混入した塩化物イオン量 

   

 図－8 表面含水率   図－9 表面吸水速度  図－10 比抵抗 

   

 図－11 鉄筋付近の質量含水率  図－12 質量含水率と比抵抗  図－13 中性化深さ 
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が 5 kg/m3 であり，初期より腐食発生限界濃度に達して

いるものと考えられる。 

曝露1年での可溶性塩化物イオン量の分布を図－14に

示す。表面含浸材を塗布した供試体は，特に表層部にお

いて無塗布より小さな値となった。既往の研究 11）におい

て，コンクリートの吸水量が大きくなるほど塩化物イオ

ンの見かけの拡散係数も大きくなる傾向が認められてい

る。本実験においても表面含浸材を塗布した供試体では

飛来塩分の浸透が抑制されていると考えられ，これは吸

水抑制効果によってもたらされたものと推察できる。ま

た，コンクリート標準示方書 5）に示される潜伏期に相当

するような塩化物イオン量の少ない部材に対しても，本

工法を適用することで腐食の発生を遅らせることができ，

劣化の進行を抑制することが可能であると考えられる。 

(6) 鉄筋の腐食状況 

鉄筋の腐食量を図－15に示す。いずれの鉄筋において

も腐食の発生が確認されたが，曝露開始時の無塗布の腐

食量は 9.9 mg/cm2であり，これを差し引けば，表面含浸

材を塗布した供試体では曝露開始以降の腐食量は無塗布

の 34 %～50 %程度に抑えられていることがわかる。 

表面含浸材を塗布することでコンクリートに吸水抑制 

効果が付与され，含水率が低下し，その結果腐食の進行

が緩やかになったと考えられる。ただし，曝露 1年にお

いて各供試体の差はまだ小さなものである。曝露実験を

継続し，表面含浸工法の適用性について今後も検討を続

けていく必要がある。また，前述した通り無塗布におい 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

て曝露 1年でひび割れの発生が確認されており，このと

きの腐食量は 31.9 mg/cm2であった。この値は，おおよそ

のひび割れ発生限界腐食量として今後曝露実験を続ける

上で一つの目安になると思われる。 

(7) 電気化学的手法による鉄筋の腐食状況の評価 

曝露1年における腐食量と自然電位の関係を図－16に

示す。いずれの供試体も-400 mV より卑の値となった。

ASTM C 876 に示される腐食判定基準において-350 mV

以下は「90 %以上の確率で腐食あり」とされ，本実験に

おいて鉄筋の腐食状況と判定は一致した。また，自然電

位が卑であるほど腐食量が大きくなった。このことから，

自然電位を測定することによって，鉄筋を供試体から取

り出すことなく腐食程度を相対的に評価することが可能

であると考えられる。 

 分極抵抗の推移を図－17に示す。本実験ではひび割れ

の影響を考慮して裏面に測定部を設けた。この測定部は

本来雨掛かりを想定しない位置であるため，曝露中は湿

潤しないこととした。既往の研究 12）によれば，測定部に

対し 30 分以上の湿潤を行ってから測定することで，湿

潤なしの場合よりも低い一定の値に収束するとされてお

り，同図における分極抵抗の値は本来よりも高い値にな

っていると考えられる。分極抵抗が低いほど腐食速度は

大きい。補修前の測定では表面含浸材を塗布した供試体

は無塗布よりも低い値をとったが，曝露後は無塗布が最

も低くなった。 

分極抵抗から腐食量の推測を試みた。式(1)13）により，

  

図－14 塩化物イオン量の分布  図－15 腐食量 

   

 図－16 腐食量と自然電位   図－17 分極抵抗の推移  図－18 実測腐食量と推測腐食量 
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分極抵抗から腐食電流密度を算出した。 

Icorr = K・1/Rp (1) 

Icorrは腐食電流密度（A/cm2），K は金属の種類や環境条件

で決まる定数（V），Rpは分極抵抗（Ω・cm2）である。K

は，コンクリートでよく用いられる 0.026 V とした。さ

らに，式(2) 13）により腐食電流密度を質量損失速度に換算

した。 

1 µA/cm2 → 9.1 mg/cm2/year (2) 

ここで得られた質量損失速度を時間で積分することで，

腐食量を算出した。 

 実測腐食量と算出した推測腐食量の関係を図－18 に

示す。実測腐食量より推測腐食量の方が小さくなった。

これは，湿潤をせずに測定した影響と考えられる。その

ため，実測腐食量と推測腐食量の近似曲線が y = xとなる

ように，推測腐食量に対する補正係数を 6.0 と定めた。

補正した推測腐食量による点を同図中に修正推測腐食量

として示す。実測値腐食量と修正推測腐食量の関係には

幅があり，現時点で正確な推測は難しいと言える。しか

し，今後さらにデータを収集していくことで一定の傾向

を見出し，推測の精度を向上できる可能性がある。精度

が向上すれば，供試体から鉄筋を取り出さずとも腐食状

況の定量的な把握が可能になると考えられる。 

 

4. まとめ 

本研究より，以下の知見が得られた。 

(1) 現地調査の結果から，劣化の進行しやすさにはコン

クリートの含水状態が大きく影響していると推察

される。 

(2) 曝露実験で用いた表面含浸材は，いずれもコンクリ

ートに吸水抑制効果を付与した。 

(3) 表面法による比抵抗を測定することで，非破壊でコ

ンクリート内部の質量含水率を推測できる可能性

があり，表面含浸材の吸水抑制効果の評価に有用で

あることが示唆された。 

(4) 表面含浸材を塗布した供試体では，鉄筋の腐食の進

行が緩やかになった。このことから，端島の建築物

の保存に向けた一つの可能性を示した。 

(5) 自然電位から鉄筋の腐食程度の相対評価が可能で

あると考えられる。また，分極抵抗による鉄筋の腐

食量の推測については，今後データを収集していく

ことで精度を向上できる可能性がある。 
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